
(11) エネルギーの多段階（カスケード）利用

酸素・窒素・用水排熱回収

原料炭

未利用排熱 鉄鋼プロセス

排 熱

購入燃料

廃ﾌﾟﾗ、
廃ﾀｲﾔ等

購入電力

副生ガス

エネルギー外部供給

④

①

②

③

プロセス効率化、副生ガス有効利用、排熱回収、廃
棄物のプロセス利用 等

コークス炉

高炉・転炉

還元材

自家発・加熱炉等 電力・蒸気
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代替

代替

代替
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(12) 鉄鋼業の省エネルギー及び環境投資累積額の推移
（71年度－89年度）３兆円

(90年度－05年度）１.５兆円【1000億円／年】

18
出所：2001年度以前＝「主要産業の設備投資計画」、2002年度以降＝「設備投資調査」
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共火

他産業・社会
廃ﾌﾟﾗ、廃ﾀｲﾔ、ASR

鉄鋼製品 粗鋼11300万ﾄﾝ

副生
ガス

燃料ｶﾞｽ

54%

副生ｶﾞｽ活用

100%

発電所

排熱回収
発電

回収
電力

資源リサイクル

副産物
(4724万ﾄﾝ）

廃棄物

１%
最終処分量
69万ﾄﾝ

再資源化率

99%

外販
(ｽﾗｸﾞ 3655万ﾄﾝ)

ｾﾒﾝﾄ原料
他産業

社内発生ｽｸﾗｯﾌﾟ
(1519万ﾄﾝ)

購入ｽｸﾗｯﾌﾟ

鉄鉱石
11000万ｔ

石炭
6600万ｔ

ｴﾈﾙｷﾞｰ
（1800PJ）

10電・共火購入電力
5100万MWh

工業用水
13億m3

ｴﾈﾙｷﾞｰ等 主な原料

ｴﾈﾙｷﾞｰ効率化
～温暖化問題

水の循環率

91%

26%

20%

※副生ガス、電力回収は一貫製鉄所の数値

※ｴﾈﾙｷﾞｰ1800PJには石炭の発熱量を含む
19

Ⅱ．生産工程における取り組み

370万MWh

2500万MWh

（13） 鉄鋼業における資源･ｴﾈﾙｷﾞｰの有効利用（2005年度）

ＪＩＳＦ

(14) 今後の省エネ対策の見通し

■2010年に向け、鉄鋼各社が現在検
討している対策による省エネ量を合計
すると、1990年エネルギー消費量の約
３．４％に相当。うち約１／３は予算措
置済み。

対策の具体的内容は以下のとおり。

20
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(参考) 普及率の推移

（構成比％）

排エネ回収
ＴＲＴ増強、ＣＤＱ新設、ｶﾞｽ回収強化、転炉ｶﾞｽ顕熱回収、
ﾘｼﾞｪﾈﾊﾞｰﾅｰ　他

25

設備高効率化
高効率酸素設備、発電ﾀｰﾋﾞﾝ改良、焼結改良、高炉改修、
ﾓｰﾀｰ効率化、発電設備効率化、熱風炉改修　他

20

操業効率化 還元材比低減、鋼材温度管理、冷鉄源利用　他 45

廃ﾌﾟﾗ等有効活用 廃ﾌﾟﾗ等活用、廃ﾌﾟﾗ処理設備増強　他 5

その他 ﾀﾞｽﾄﾘｻｲｸﾙ、石炭調湿、鉱石事前処理　他 5



ＪＩＳＦ

(15) 京都メカニズムの活用

京都メカニズムを目標達成の補完的手段と位置づけ、

①鉄連として、日本温暖化ガス削減基金、バイオ炭素
基金への出資：合計100万ｔ

②鉄鋼省エネ技術（CDQ/中国、焼結排熱回収/ﾌｨﾘﾋﾟ
ﾝ）や、鉄鋼エンジニアリング技術（フロン処理等/中国）
のＣＤＭ等プロジェクトの立ち上げ：合計2700万ｔ（うち
国連登録が2000万ｔ）

等を通じ、これまでに2800万ｔ（560万ｔ/年）について購
入契約済み

21
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容器包装リサイクル法全面施行 ＊
（2000年４月１日）

＊　一般廃棄物系廃プラスチックの再商品化開始 （見込）

Ⅲ．廃プラスチック等の利用状況

(１) 廃プラスチック等の集荷実績の推移



ＪＩＳＦ

（2） 廃プラスチック等の利用プロセス

ｶﾞｽ化溶融炉
（廃棄物全般、
廃ﾌﾟﾗも使用可）

高炉原料化

ｺｰｸｽ炉原料化

原料炭代替 ｶﾞｽとして使用

Ⅲ．廃プラスチック等の利用状況
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ＪＩＳＦ

（3） 鉄鋼プロセスでの廃タイヤの有効利用

【【タイヤの組成タイヤの組成】】
ゴムゴム

5151％％
カーボンカーボン

3030％％
亜鉛、加硫等亜鉛、加硫等

66％％
スチールワイヤスチールワイヤ

1313％％

【【冷鉄源溶解法冷鉄源溶解法】】
鉄鋼製品鉄鋼製品 1313％％
炭化物炭化物 3131％％

副生ガス副生ガス 5656％％

鉄源鉄源 1313％％
炭化物炭化物 3131％％
油類油類 3737％％
副生ガス副生ガス 1919％％

既存製鉄設備既存製鉄設備

発電設備発電設備

【【タイヤガス化設備タイヤガス化設備】】

66万ｔ万ｔ//年年

省エネルギー効果：約１０万ｋｌ省エネルギー効果：約１０万ｋｌ//年年

国内廃タイヤ発生量国内廃タイヤ発生量100100万ｔ万ｔ//年年

プ
ロセ
ス
利
用

プロセス利用

プロセス利用
反応プロセス反応プロセス

66万ｔ万ｔ//年年

反応・利用プロセス反応・利用プロセス

利用プロセス利用プロセス

24
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(１) 鋼材使用段階のCO2削減効果

Ⅳ．製品等による貢献
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2005年度断面での効果

CO2削減量

760万t-CO2

電車 発電用ボイラー
自動車

変 圧 器

船舶

92

54

493

114

7

（出所）日本エネルギー経済研究所

(２) ｾﾒﾝﾄ用高炉ｽﾗｸﾞのCO2排出抑制貢献試算
（国内+輸出）

Ⅳ．製品等による貢献
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ＪＩＳＦ

■京都議定書目標達成計画では、混合セメント（＝主に高炉
セメント）の生産比率増加（2004年２１．４％→2010年２４．
８％）が前提。

国等（グリーン調達の推進）はもとより、地方公共団体等（グ
リーン調達の努力義務）を含めた一層の高炉セメント使用拡
大によって、目標達成計画が実現。

■高炉セメントは2001年にグリーン購入法の特定調達品目に
指定。

27
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3.4ﾎﾟｲﾝﾄ
ＵＰ

Ⅴ．未利用ｴﾈﾙｷﾞｰの近隣地域での活用
（産業間連携）

ｲﾝﾌﾗ整備等の問題はあるものの、鉄鋼業では、様々な産業間
連携を実施、あるいは実施可能性を調査し、取り組みを拡大す
べく努力をしている

28

・ 北九州地区ではＡＳＲ等産業廃棄物の適正処理とガス化溶
融設備、高効率廃棄物ボイラー発電設備を組み合わせた産
業間連携の取り組みが実施されている。

・ 神戸地区では鉄鋼メーカーから酒造会社への蒸気の供給
が行われている。

・ 製鉄所等で発生する中低温排熱（200℃以下）を高効率の
蓄熱装置を用いトラックで遠隔地（集合住宅や地域・公共機
関等の冷暖房・温水用）へ輸送する技術を開発中。



(１) オフィスビル（本社等）での取り組み
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床面積あたりｴﾈﾙｷﾞｰ消費

Ⅵ．民生・運輸部門等への貢献

(注1)(財)日本ｴﾈﾙｷﾞｰ経済研究所「民生部門ｴﾈﾙｷﾞｰ消費実態調査」
(注2)高炉５社本社および鉄鋼会館の平均」（総床面積148,662㎡）

586

411 398
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04 05

(MJ/㎡ )

全業務用ﾋﾞﾙ(注1) 年度
鉄鋼業(注2)
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（２） 運輸部門等への貢献

◎車両エコドライブ

◎○船舶・車両停止時のエンジン切り
運転方案の改善

◎○環境低負荷燃料の活用

◎低燃費船舶・車両への移行
エンジン効率の改善

燃費の向上

◎輸送距離の短縮輸送量の削減

◎◎サイクルタイムの短縮

◎○実荷率の向上

◎◎積載率の向上

運行効率の向上

◎◎船舶・車両の大型化

◎
更なるモーダルシフト化

（車両→船舶、鉄道）輸送手段の大型化

運搬回数

の削減

輸送

事業者
荷主

推進部門

改善項目

■現在、鉄鋼連盟 物流政策委員会 共同研究会ＷＧにて、省
エネ法の改正に伴う今後の対応について検討中。

■同ＷＧでは鉄鋼業として取り組むべき課題について下表のとお
り抽出した。

Ⅵ．民生・運輸部門等への貢献


